
様式第２
補　助　事　業　計　画　書
	申請企業名
	

	代表者の職名・氏名
	

	本社所在地
	

	事業の実施場所
	※補助事業の実施場所が本社所在地と異なる場合、主たる実施場所を記載すること。２か所以上に分かれるときは、各々記載し、主たる実施場所を明らかにすること。

	資本金（出資金）
	千円
	従業員数
	人

	業種
	※該当する業種にチェック（☑）すること。
□製造業その他　　□卸売業　　□小売業　　□サービス業　

	区分
	※該当する業種にチェック（☑）すること。
□中堅企業者　　□中小企業者等

	連絡先
	（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	主要設備
	※主要設備について、名称、数、用途を記載すること。

	会社略歴
	※申請企業の沿革を記載すること。

	事業責任者
	※事業責任者の所属、職名、氏名を記入すること。

	事業担当者
	※事業担当者の所属、職名、氏名を記入すること。

	事業担当者の連絡先
	（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（E-mail）

	技術指導を受ける
協力者
	※技術指導を受ける場合は、協力者の氏名及び所属職名を記入すること。

	連携機関
（適宜機関を追加してください）
	名称
	

	
	所在地
	※主たる事業実施場所を記入すること。

	
	担当者
所属名
	

	
	連絡先
	（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	本事業での役割
	

	事業名
	※事業内容を表現するような適切な名称を記入すること。

	事業計画の概要
	※事業で取り組む新技術・新サービス・新製品開発の概要について簡潔かつ明瞭に記載すること

	事業費
	 総額　　　　　　　　　　　　円（税込）〔補助金交付申請額　　　　　　　　　　円〕（税抜）




	
取り組む産業分野
	※該当する分野にチェック（☑）すること。

○2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略に関連する産業
☐洋上風力・太陽光・地熱　　☐水素・燃料アンモニア　　☐次世代熱エネルギー☐原子力　　☐自動車・蓄電池　　☐半導体・情報通信　　☐船舶　　
☐物流・人流・土木インフラ　　☐食料・農林水産業　　☐航空機　　
☐カーボンリサイクル・マテリアル　　☐住宅・建築物・次世代電力マネジメント　　☐資源循環関連　　☐ライフスタイル関連

○経済安全保障推進法に基づく特定重要物資に関連する産業
☐抗菌性物質製剤　　☐肥料　　☐永久磁石　　☐工作機械・産業ロボット　　
☐航空機の部品　　☐半導体　　☐蓄電池　　☐クラウドプログラム　　☐天然ガス☐重要鉱物　　☐船舶の部品　　☐先端電子部品　　

○戦略３産業
☐自動車　　☐航空宇宙　　☐医療福祉機器





